










































































































































































































































































1 2 3 4
0現時点
■数年前
5
注17仮説1の有意準テストも以下のように行った。分母に固定的な契約、情報システムの互換性の悪さお
　　よび目的の不一致などのマネジメント関連項目、分子に物理的距離および国境などのマネジメントの
　　外部要因に使用している指標を各企業ごとに作成し、その指標の現時点と数年前の平均値の差の検定
　　を行った。その結果、物理的距離・固定的な契約間および国境・固定的な契約間において有意水準10
　　％の差が確認された。したがって、部分的ではあるが仮説1は肯定されている。
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米国におけるISの有効活用と企業間の協働的製造体制（樋口）
下請けの3大条件の水準を限界近くまで向上させてきた。これ以上の向上には、セッ
トメーカーとの協力が必要不可欠である。それによって、新たなコストの配分や利益
のシェアの問題が発生する可能性があるので、既存の契約では適合しなくなる。それ
に加えセットメーカとの柔軟な仕事上の連携の必要性が高まったことによって固定的
な契約に対して障害と感じる度合いが強まったと考えられる。
　求められているサービス内容の高度化とは、セットメーカーの製品開発に対するサ
プライヤーサイドからのサポートおよびセットメーカーから注文された製品の開発サ
イクルの短縮化などを指す。このような高度化には、サービス水準の高度化以上に、
セットメーカーとサプライヤーの仕事上の連携が重要であるので、固定的な契約に対
して障害と感じる度合いが強くなったと思われる。
m．情報システムが企業間の協働に与える影響注18
　この章では、「H2：企業間の協働の水準を向上させるのにISは有効である」を
検証する。その手法として、最初に主成分分析を用いて企業間の協働と関連している
パフォーマンスの尺度を作成する。次に、情報システムの活用の進展状況の高低によ
ってグループ分けし、グループ間で協働と関連するパフォーマンスの平均値の差の検
定を行う。そのパフォーマンスの値が正か負かでグループ分けをし、グループ間で有
意な差がある項目を探し出した。最後に、有意な差があった項目の影響を控除した情
報システムの活用と企業間の協働の成果との偏相関係数を求め、情報システムと成果
を結び付ける変数を明らかにした。変化を明確にするために、この章で使用するデー
ターは数年前の数値から現時点の数値を引いた2時点間の差を用いる注19。
i．企業間の協働と関連しているパフォーマンスの尺度
　パフォーマンスの尺度を構成する要素として、コスト、品質、配送、サポートカの
2時点間の伸びを用いて、主成分分析を行った。その結果を要約したのが表3である。
この指標の特徴は、配送の影響がもっとも強く、続いて品質、サポートカ、そして最
後に価格であった。この指標は企業間の協働の進展を示す変数との相関係数が
注18　「情報技術革新の与える組織コミュニケーションへの影響」の中で、情報技術の革新によって、情報処
　　理・伝達・蓄積などの活動の迅速化・大容量化・正確化が進み、入間のコミュニケーションが多様化
　　するとしている。
注19　この章で用いている数値は、数年前の値から現時点の値を引いたものである。この数値を利用した理
　　由は、本論文の目的はどのようにすれば企業間の協働のレベルを向上させることができるかを明確に
　　することにある。したがって、ある時点における固定的な数値を用いるより、どのような変死が協働
　　のレベルの向上に役立っているかをより明確に示している変化分を用いた。
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0．716（1％有意）と高いので、企業間の協働の状態の影響を強く受けているパフォー
マンスであるとする。そのような解釈のもとで構成要素を以下のように整理する。
　配送とは、適切なタイミングで、必要なものを、確実に配送する能力のことを指す。
これを、企業間で受発注に関する情報のやり取りが活発に行われ、それをべ一スとし
てセットメーカーとサプライヤーの両サイドでシステマチックな運営がなされている
状態に近づいているかを示すものと解釈する。
　晶質とは、供給している部品の品質のことである。しかし、この品質には供給サイ
ドの品質だけでなくセットメーカーサイドの品質と言う意味がある。なぜならセット
メーカーは多数の部品を組み合わせて製品を完成させていくので、各部品の品質の管
理も重要な課題となる。したがって、品質の水準が向上したことは両者の品質向上に
対する努力の結果を示す変数であると解釈する。
　サポートカとは、サプライヤー・サイドからセットメーカーに対して行う専門知識
を生かした製品開発へのサポートする能力のことを指す。この水準が高まるとサプラ
イヤーとセットメーカーとの協働のレベルが高くなり、サプライヤーの能力をより多
く完成品に反映させる体制が構築されていると解釈する。
　コストとは他社との相対価格で見た優位性のことを指す。コスト削減は両者の共通
の目的であるにもかかわらず、その影響力は他の要素と比べて弱い。その理由として
サプライヤーとセットメーカー間の目的の不一致によって協働の効果が相殺されると
考えら紀る♂すなわち両者の協働によって達成したコスト削減分の配分の問題が生じ
る可能性があるので、協働に関連ずるパフォーマンスに対してコストの影響力は弱
い。　　　’・’・’　・”・　1　　　　　　　　　碁
　　表3：主成分分析
固有値：2．08　　詳与畢：lb．成
変　　数 画有ベクトル
価　　格 0．工93
晶　　質 G．558争
配　・送 0，623
サポートカ 0，512
げ
撫．惰報システムの活用と嫉宴才一マンス
表4は、企業間コミュ巣ケーションで用いられている媒体について要約、したもので
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ある。上段の現時点とは現時点における各媒体の活用状況を5段階スケールで質問し
たもので、5に近いほど媒体としての地位が高く、1に近いほど媒体としての地位が
低いことを意味している。下段の進展状況は、数年前と比較してどの程度各媒体の地
位が上昇したかを示している。0を中心にその値が大きいほど地位が上昇し、その値
が小さいほど地位が下降していることを意味する。
　日本企業のコミュニケー一一ションの中心はface－to－faceのコミュニケーションである
と言われてきた。しかし、表4が示すように、近年のネットワーク技術の急激な進歩
および取引先の多様化によって、以前に比べてface－to－faceのコミュニケーションの
重要度が相対的に下がっていることが示されている注2°。face・to－faceのコミュニケー
ションに代わって重要度が上昇したのは情報システム注21であった。情報システムには
E－mailサービス、企業間でのCADの結合注22そして受発注に関するシステムなどが
含まれている。
　「H2：企業間の協働の水準を向上させるのにISは有効である」を以下の方法で
テストする。情報システムの活用状況を示す指標としてコミュニケーションの媒体に
おける情報システムの相対的重要度を用いた。この指標として、ト情報システムの重要
情報システム
電話
表4：コミュニケーションの媒体
■現時点
8進展状況
注20　数年前の時点ではface・to－faceのコミュニケーションが一番重要な位置を占めていた。
注21t’Management　Qf　an　international　network　of　industrial　R＆D　laboratories”の中で、コンピュー一タ
　　を介したコミュニケーション・ネットワークの効果として、グローバルな規模で新たなノウハウの統
　　合、普及、活用が可能となるζとを挙げている。
注22　日系企業のあるエンジニアへのインタビューの中で、情報システムに関して日本と米国の最大の違い
　　を尋ねたところ、企業間におけるCADデータのやり取りが米国では容易であると言う返答があった。
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度を企業ごとの各コミュニケーションの媒体に対する重要度の平均値で除したものを
使用している。次に、この指標の数年前と現時点問の差を求め、情報システム活用の
進展状況を示す指標とした。この指標の高低によってグループ化を行い、協働に関す
るパフォーマンスの平均値の差の検定を行った。その結果、情報システムの活用の状
況が伸びているグループのパフォーマンスは、もう一方に比べて高いことが明らかと
なった（1％有意）。以上より、情報システムの有効活用によって企業のパフォーマン
スに良い影響を与えることが確認することができ、「H2：企業間の協働の水準を向
上させるのにISは有効である」を許容する。しかし、情報システムを導入すること
が企業間の協働によるパフォーマンスの向上に直結する訳ではない。以下、どのよう
に情報システムを活用して行けば企業間の製造活動およびそれに関連する活動の効率
の向上につながるかを考察する。
iii，主成分得点によるグループ間の比較
　上記の主成分得点によって、AグループとBグループに分ける。グループ分けの基
準は、主成分得点が正の企業をAグループ、負の企業をBグループとした。その内訳
は、Aグループは7企業とBグループは8企業であった。アンケートで質問した全項
目について、グループ間の平均値の比較を行った結果、表5で示している5項目に関
して有意な差が見られた。
　　　　　　　　　　　　　　　llg．．’：齢H　　　　　　　　’
表5：グループ間で有意な平均値の差が見られた項目
凡喉
A夢鑓ヲ鞠 轡薫雛il嘩母 燈値（有意水準）
サポートカ 麟鋸
、9．1 　　　0．00P声　　．　、α％有意）
情報の共有化
1．4　　∠　　　　　写 　9．0φ∫轡　ぽ 　0．01
i1％有意）
貢献の適切な
]価
1．4 0．1 　0．00
i1％有意）
オペレーション
ﾌ標準化
2．3 0．6 　0．01
i1％有意）
部晶の標準化
1．7 0．3 　0．02
i5％有意）
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　サポートカ（1％有意）はパフォーマンスの構成要素であるので、活動の成果を示
すものである。コスト、品質、配送などの成果を示す項目で有意な差は見られなかっ
たが、サポートカに関してのみ明確な差が見られた。このことから、今日サプライヤ
ーとしての地位が他社と比較して伸びているサプライヤーはサポートカの向上を伴っ
ていることがわかる。
　次に、情報の共有化に関しても顕著な差（1％有意）が見られる。企業間の情報の
共有化は企業間の情報システムのリンクによって飛躍的に向上している。情報共有化
の進展の企業経営に対する効果注目を浴びている。
　そして、オペレーションの標準化に関しても顕著な差（1％有意）が見られる。オ
ペレーションの標準化の例として、企業間で使用する用語の共通化や部品のコード化
などが挙げられる。このような標準化が企業間で進めば、企業間のコミュニケーショ
ンの質が高まり、コミュニケーション・ギャップ注23が生じる可能性が小さくなる。
　最後に、貢献の適切な評価に関しても顕著な差（1％有意）が見られる。貢献の適
切な評価とは、サプライヤーサイドから見た自社で生産した部品あるいはサービスに
対するセットメーカーからの評価のことを指す。ただし、各サプライヤーとセットメ
ーカー問の情報の非対称性および異業種に属するサプライヤー間での相対的な位置づ
けの問題が存在していることによって、サプライヤーの貢献を適切に評価するのは非
常に困難である。だが、協働に関連するパフォーマンスが向上しているサプライヤー
の多くは、自社の貢献が以前より適切に評価されていると感じている。
　その他に、部品の標準化に関しても比較的明確な差（5％有意）が生じていること
も確認されている。
iウ．情報システムと成果を結び付けるもの
　グループ問の平均値の比較から違いが明確となったいくつかの項目について、情報
システムの有効活用と協働の成果にどの程度影響を及ぼすかを示したのが表6であ
る。相関係数とは、情報システムの有効活用と企業間の協働に基づくパフォーマンス
との相関係数（0．60）のことであり、相関係数の下にはその有意水準（5％有意）を
表記した。偏相関係数とは、上記の相関係数から各変数の影響を控除した値である。
　表6より、貢献の適切な評価とオペレーションの標準化の影響が大きいことが明ら
かとなり、貢献の適切な評価とオペレーションの標準化をせずに、情報システムの活
用の水準を向上させても、協働の成果の向上は期待できないことが理解できる。
iii23詳しくは、「協働活動のための創造的コミュニケーション」を参照。
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表6：偏相関係数
影響を控除する変数 相関係数 偏相関係数
レスポンスの良さ
0．60 0．34
情報の共有
0．60 0．56
貢献の適切な評価
0．60 0．23
オペレーションの標準化
0．60 0．23
部品の標準化
0．60 0．32
無相関の検定　＊°5％
N．まとめ
　nにおいて、企業間の障害要因として固定的な契約や情報システムの互換性の悪さ
などの影響力が強まっていることを示し、「H1：企業間の協働の障害要因はマネジ
メント関連項目にシフトしている」を許容した。続いてmにおいて、情報システムの
活用と協働の成果間で強い相関が見られたことから、「H2：企業間の協働の水準を
向上させるのにISは有効である」を許容した。さらに、協働の成果の高低によって
グループ化を行い、そこから情報システムと協働の成果を結ぶ大切な役割を果たすも
のとして貢献の適切な評価とオペレーションの標準化を確認した。
　これまでに企業間の協働に必要な条件、サプライヤーの役割の変化、コミュニケー
ション・ツールの変化、そして企業間の協働を阻害する要因について述べてきた。こ
のような状況下で、短期間で必要な技術を有する企業と協働関係を構築することの重
要性が高まっているので、それを達成するのに効果があると思われることを以下のよ
うにまとめることとする。
1．作業の標準化を進める。企業間で使用する用語の共通化や部品のコード化などの
　　オペレーションの標準化によって、企業間のコミュニケーションの効率化を促進
　する。後述する情報システムのネットワーク化の進展によって企業間のコミュニ
　　ケーションに必要なハードが充実したとしても、コミュニケーション・ギャップ
　が頻発するような状態では企業間のコミュニケーションは非効率となる。情報シ
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2．
3．
ステムの有する能力を最大限引き出すために作業の標準化は必要である。標準化
の効果として受発注に関する迅速性、確実性、安定性の向上について良く述べら
れているが、製品開発に関するコミュニケーションの効率を高め、共同開発のパ
フォーマンスの向上にも役立つと思われる。日本企業は欧米の企業に比べて標準
化あるいは標準化の動きが遅れているので、そのことが新たなパートナーとの企
業間コミュニケーションのネックとなる可能性が高い。
情報システムを通じて企業間のネットワーク化を推進する。情報システムのオー
プン化・ネットワーク化を進め、様々な企業との情報交換を柔軟かつ迅速に安定
して行えるようにする。現在ではバーチャル・コーポレーションなどの柔軟な企
業提携に関心が注がれている。そこでは取引可能な企業の有する取引条件の多様
性とスイッチング・コストによって、その成果は左右されるので、スイッチング・
コストを考慮しなければ取引可能企業が多いほうが有利となる。企業間でやり取
りされている情報の種類はE－mailからCADデータまでと幅広く、その中には
速いレスポンスが求められているもの、大容量のもの、そして機密性の高いもの
も数多くある。そのような情報の種類の多様化に加えて、前述したように相互に
情報を交換する必要性のある企業の対象も多様化しているので、大幅な情報シス
テムの設計の変更も必要となっている。その一手段としてエクストラネットS24が
注目を集めている。簡単に言うと、エクストラネットはイントラネットを相互接
続したものである。そこでは、情報探索活動を行える領域は各企業の認識番号に
よってコントロールされている。
本論文では情報システムに重点を置いてきたが、企業間の取引の基礎は契約にあ
るので、契約内容は大切である。企業間の協働の条件として商業的取引注25に関す
注24詳しくは、「これがエクストラネットだ」と「WWWの情報洪水を解消するPush技術」を参照。
注25　商業的な取引に関して長期契約を望む声は弱くなっているが、技術に関する機密保持に関する長期契
　　約への要望は根強い。
注26企業間の取引は継続的に行うことによって、効率性が高まるとする議論は多い。Williamson（1975）で
　　は、不完全契約の下で、機会主義を回避するには継続的取引が有効であるとしている。湯本（1990）で
　　は、同種の部品に対して継続的に複社発注することによって、サプライヤーに対してプレッシャーを
　　かけると同時に、りスクを回避することができるとしている。吉田（1993）でも、将来起こりうる全て
　　の事象を契約に明示的に書き込むことはできないので、事後的に参加者の間で利益を交渉によって分
　　配する必要があり、それが系列取引へと結びついているとしている。その他に、継続あるいは長期取
　　引によって生まれる関係レントについて述べているものもある。しかし、今回の調査で、企業間で協
　　勧をするのに必要なものについて質問したところ長期契約の位置が相対的に低下していた。質問で用
　　いた項目の内容は、明確な契約、パートナーシップ、情報システム、長期契約であった。その結果、
　　現時点では、一位が明確な契約（一位）とパートナーシップ（二位）、三位は情報システム（四位）、
　　そして四位が長期契約（二位）であった。（）内の数字は数年前の順位。
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　　る長期契約の地位は弱まったが注26、明確な契約に対する要望は依然として強い。
　　しかし、あまりに契約が固定的であるために、企業間の柔軟な連携を妨げる要因
　　とならないように注意すべきである。
4．貢献の評価を適切に行い、企業間のバランスをとり、サプライヤーの参加意欲を
　高める。これは非常に困難な問題である。各サプライヤーに対して貢献を完壁に
　絶対的に評価することは情報の非対称性などによって不可能である。そして同一
　産業内あるいは産業間注27の相対的な比較なども困難さを増す要因である。さら
　　に、今日拡大傾向にある共同開発などの企業間の共同作業部分に対する評価も困
　難さを増す要因である。
　face－to－faceのコミュニケーションに比べて情報システムの有する優れた点は、空
間の制約を越えて企業間で有機的な連結を可能にすることであろう。第一に、情報シ
ステムによって企業のオープン化が促進され、事業戦略のオプションが広がる。第二
に、企業間で交換されるデータの種類が増え、そしてデータの交換が全世界的に迅速
かつ安定的に行えるようになったので、データの伝達のスピードと質は高まる。情報
システムの有する能力を最大限発揮することによってロジスティックス効率および企
業間の技術開発活動の効果を向上させることが可能である。
　研究の発展方向として既存の取引関係はセットメーカー（サブインテグレータ）と
一サプライヤーとの一対一の取引が中心であったが、セットメーカー（サブインテグ
レータ）と複数のサプライヤーあるいは複数サプライヤー間のマルチプルな関係の構
築注28が考えられる。しかし、課題として評価の問題と契約の問題が依然として解決で
きないでいること、そして標準化の適切な進め方およびその最適水準が明確にされて
いないことなどが挙げられる。
麟　樹動車の嶋翁、自酌率の性能はエンジン、車体、電送系、タイヤ、ブレーキなどによっても大きく左
　　廠されているので、それらの比較が困難である。
ttz8「アウトソーシングの実践k組織進化」の第一章マルチプル・コ・ソーシングによる未来組織の想像の
　　中で、世界中に張り巡らされた情報ネットワークとコラボレーションによって最も優れたノウハウ、
　　手法、資源、人材を組み合わせ、顧客ニーズにかなった製品・サービスをリアル・タイムに提供する
　　システムについて記述さ艦ているび
米国におけるISの有効活用と企業間の協働的製造体制（樋ロ）
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